
 

郡山市建築物耐震化促進事業（耐震改修等）補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、郡山市建築物耐震化促進事業（以下「事業」という。）の円滑な運営を図

るため、民間の大規模建築物及び緊急輸送路沿道建築物等の耐震改修、建替え又は除却（以下

「耐震改修等」という。）に対する補助金の交付に関して、郡山市補助金等の交付に関する規

則（昭和48年郡山市規則第18号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 要緊急安全確認大規模建築物 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第 

123 号。以下「法」という。）附則第３条に規定する要緊急安全確認大規模建築物をいう。 

(2) 要安全確認計画記載建築物 既存耐震不適格建築物であって、地震によって倒壊した場合

においてその敷地に接する道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難を困難とするおそれが

ある建築物として、法第７条第２号で定めるものをいう。 

(3) 耐震診断 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（平成18年１

月25日国土交通省告示第 184 号。以下「基本的な方針」という。）別添第１に基づく方法に

よって、地震に対する建築物の安全性を評価することをいう。 

(4) 耐震改修 耐震診断の結果、地震の振動及び衝撃に対して倒壊又は崩壊する危険性がある

と判定された建築物について、法第17条第３項第１号及び基本的な方針別添第２に掲げる基

準に適合する方法により実施する補強工事をいう。 

(5) 建替え 耐震診断の結果、地震の振動及び衝撃に対して倒壊又は崩壊する危険性があると

判定された建築物を全て除却し、当該建築物の敷地に原則として同じ用途の建築物を新たに

建築することをいう。 

(6) 除却 耐震診断の結果、地震の振動及び衝撃に対して倒壊又は崩壊する危険性があると判

定された建築物を全て除却することをいう。 

(7) 耐震補強設計 耐震改修又は建替えのための設計をいう。 

(8) 判定委員会 既存建築物耐震診断・改修等推進全国ネットワーク委員会が制定する耐震判

定委員会登録要綱に規定する耐震判定委員会をいう。 

(9) 区分所有建物 ２以上の区分所有者（建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69

号。以下「区分所有法」という。）第２条第２項に規定する区分所有者をいう。）が存する 

建築物をいう。 

(10)管理組合 区分所有法第３条又は第65条に規定する区分所有建物を管理する団体をいう。 

(11)工事監理 建築士法（昭和25年法律第 202 号）第２条第８項に規定する工事監理で、耐震

改修又は建替えが設計図書のとおりに実施されているか否かを確認することをいう。 

（補助対象建築物） 

第３条 補助金の交付対象となる建築物（以下「補助対象建築物」という。）は、次のいずれに

も該当するものとする。 

(1) 市内に存する要緊急安全確認大規模建築物又は要安全確認計画記載建築物であること。 

(2) 建築基準法（昭和25年法律第 201 号。以下「基準法」という。）における新耐震基準の施

行（昭和56年６月１日）の際に現存し、又は工事中であった建築物であること。 

(3) 耐震診断の結果、地震の振動及び衝撃に対して倒壊又は崩壊する危険性があると判定され



 

たもので、判定委員会から危険性があると評価を受けているものであること。 

(4) 国、地方公共団体その他公的な機関（以下「公的機関」という。）が一棟の全部を所有す

る建築物でないこと。 

(5) この要綱及び国の耐震対策緊急促進事業に基づく補助金のほかに、公的機関から耐震改修

等に関する補助金を受けていない建築物であること。 

(6) 基準法の地震に対する安全性に係る規定以外の規定に違反していないこと。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次のいずれにも該

当する事業とする。 

(1) 補助対象建築物に対して実施する耐震改修等に関する事業であること。 

(2) 建築士法第２条第１項に規定する建築士の資格を有する者による工事監理が行われること

（除却の場合を除く。）。 

  (3) 耐震改修又は建替えに伴い規模又は用途を変更する場合は、法第14条に掲げる建築物に該

当する変更であること。 

(4) 建替えの場合は、建替え前の建築物が存する敷地を含む敷地で行う建替えであること（当

該敷地以外の敷地に建て替えざるを得ない特別な事情がある場合で市長が必要と認めるとき

を除く。）。 

（補助対象者） 

第５条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、補助対象建築物の所有

者（補助対象建築物が区分所有建物である場合は、当該区分所有建物の管理組合又は区分所有

者全員の同意を得た代表者）で、補助対象事業を実施する民間事業者とする。 

２ 前項の民間事業者とは、補助対象建築物の所有者（補助対象建築物が区分所有建物である場

合は、当該区分所有建物の管理組合又は区分所有者全員の同意を得た代表者）をいう。 

３ 補助対象建築物（区分所有建物を除く。）が複数の者の共有に属する場合は、耐震補強設計

の実施について、共有者全員の同意を得るものとする。 

４ 補助対象者は、市税（市民税（個人県民税を含む。）、固定資産税（都市計画税を含

む。）、軽自動車税、市たばこ税、特別土地保有税、入湯税、事業所税及び国民健康保険税を

いう。）の滞納がない者に限るものとする。 

５  補助対象者は、郡山市暴力団排除条例（平成24年郡山市条例第46号）第２条第２号に規定す

る暴力団員（以下この条において「暴力団員」という。）若しくは同条第 1 号に規定する暴力

団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者（以下この条において「暴力団関係者」とい

う。）又は同条例第８条に規定する社会的非難関係者と認められる者でない者及び役員に暴力

団関係者がいる法人その他の団体でない者とする。 

（補助対象経費等） 

第６条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金の額は、 

別表のとおりとする。 

（事前協議） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、規則第４条に規定する申請をする前に、郡山市建

築物耐震化促進事業（耐震改修等）事前協議書（第１号様式）を市長に提出し事業内容等に係

る協議を行うものとする。この場合において、当該事前協議書には、次に掲げる書類を添付す

るものとする。 



 

(1) 法における耐震診断義務付け対象建築物であることの確認書の写し 

(2) 耐震診断結果報告書及び判定委員会による耐震診断の評価の報告書の写し 

(3) 補助対象建築物の図面（位置図、配置図、平面図、立面図、断面図等） 

(4) 補助対象建築物の確認済証及び検査済証の写し 

(5) 補助対象建築物の新築又は増改築等の経過を示す書類 

(6) 補助対象建築物の用途及び当該各用途に供する部分の床面積が分かる書類 

(7) 公的機関が共有者又は区分所有者である場合は、その部分が分かる書類 

(8) 建物外観写真（補助対象建築物がわかるもの） 

(9) 耐震改修計画概要図又は建替え計画概要図 

２ 郡山市建築物耐震化促進事業（耐震診断）補助金交付要綱（平成26年６月５日制定）及び郡

山市建築物耐震化促進事業（耐震補強設計）補助金交付要綱（平成28年４月１日制定）により

補助金の交付を受けて耐震診断又は耐震補強設計を実施した補助対象者は、郡山市建築物耐震

化促進事業（耐震診断）補助金交付決定通知書の写し又は郡山市建築物耐震化促進事業（耐震

補強設計）補助金交付決定通知書の写しを提出することにより、前項の書類の添付を省略する

ことができる。ただし、耐震診断又は耐震補強設計の実績報告からこの要綱に基づく補助金の

交付申請までの間にその内容に変更が生じた場合においては、この限りでない。 

（交付の申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者は、前条第１項の事前協議が完了した後、規則第４条

の規定により申請するものとする。この場合において、同条第１号の補助事業等事業計画書は

事業計画書（第２号様式）とし、同条第２号の補助事業等に係る収支予算書は収支予算書（第

３号様式）とし、同条第３号に規定するその他市長が必要と認めて指示する書類は、次のとお

りとする。 

(1) 補助対象建築物の登記事項証明書その他当該建築物の所有者が確認できる書類（申請時点

において３か月以内に発行されたものに限る。） 

(2) 補助対象建築物に共有者がある場合にあっては、耐震改修等の実施に関する共有者の同意書 

(3) 補助対象建築物が区分所有建物である場合にあっては、耐震改修等を実施する旨の管理組

合の議決があることを証する書類又はこれに類する書類 

(4) 市税の滞納がないことを証明する書類（補助金の交付を受けようとする者が共有者又は区

分所有者の代表者である場合は、全ての共有者又は区分所有者の市税の滞納がないことを証

明する書類） 

(5) 耐震補強設計の判定等の内容を証する書類の写し又は確認済証の写し（当該補助対象事業

で確認申請が必要な場合に限る。） 

(6) 耐震改修等に要する費用の見積書の写し（補助対象経費の積算内訳の分かるものに限

る。） 

(7) 耐震改修等の内容が分かる図書 

(8) 事前協議書の写し（協議書に係る添付書類を含む。） 

２ 郡山市建築物耐震化促進事業（耐震診断）補助金交付要綱及び郡山市建築物耐震化促進事業

（耐震補強設計）補助金交付要綱により補助金の交付を受けて耐震診断又は耐震補強設計を実

施した補助対象者は、前項第１号の書類の添付を省略することができる。ただし、耐震診断又

は耐震補強設計の実績報告から当該補助金の交付申請までの間にその内容に変更が生じた場合

においては、この限りでない。 



 

３ 補助対象者は、第１項の補助金の申請に当たっては、当該補助金に係る消費税及び地方消費

税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭

和63年法律第 108 号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当

該金額に地方税法（昭和25年法律第 226 号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額

の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「仕入控除税額」という。）を減額して交付

申請するものとする。ただし、申請時において当該仕入控除税額が明らかでない場合又は仕入

税額控除を行わない場合で申請時に消費税仕入税額控除確認書を提出したときは、この限りで

ない。 

 （交付の条件） 

第９条 規則第６条第１項第４号に規定するその他必要と認める条件は、次に掲げるとおりとする。 

 (1) 補助金の交付の目的以外に補助金を使用しないこと。 

 (2) 補助金に係る帳簿及び証拠書類を整備し、事業が完了した日の属する年度の翌年度から起

算して５年間保存すること。 

（軽微な変更の範囲） 

第10条 規則第６条第１項第１号の規定する軽微な変更は、工事の構造及び工法の変更のうち工

事の重要な部分以外のものに関する変更で、補助金の額に変更を生じないものとする。 

（耐震改修の中間検査） 

第11条 補助対象者は、交付決定を受けた耐震改修において補強箇所等を目視確認できる時期

に、郡山市建築物耐震化促進事業（耐震改修）中間検査申請書（第４号様式）を提出し、市長

による中間検査を受けるものとする。この場合において、当該申請書には、次に掲げる書類を

添付するものとする。 

(1) 請負契約書の写し 

(2) 工事施工写真 

２ 市長は、前項の規定による検査の結果、耐震改修が適切に行われていないと認めるときは、

補助対象者に対し、耐震改修を適切に行うよう指示することができる。 

（実績報告等） 

第12条 補助対象者は、事業が完了したときは、当該完了の日から30日以内又は事業が完了した

日の属する年度の３月31日のいずれか早い日までに、規則第14条の規定により市長に実績を報

告するものとする。この場合において、同条の補助事業等に係る収支決算書は収支決算書（第

５号様式）とし、同条に規定するその他市長が必要と認めて指示する書類は、次のとおりとす

る。 

 (1) 請負契約書の写し（建替え及び除却の場合に限る。） 

(2) 工事施工写真 

(3) 検査済証の写し（確認申請が必要な場合に限る。） 

(4) 耐震改修等に要した費用に係る請求書又は領収書の写し 

２ 市長は、前項の規定による報告を受けた場合は、完了検査を行うものとする。この場合にお

いて、耐震改修等が適切に行われていないと認めるときは、補助対象者に対し、耐震改修等を

適切に行うよう指示することができる。 

３ 第８条第３項ただし書きの規定により申請をした者は、前項の規定による実績報告におい

て、仕入控除税額が明らかな場合には、交付決定額からこれを減額して報告するものとする。 

（額の確定） 



 

第13条 市長は、前条の規定による実績の報告を受けた場合は、これを審査し、事業の成果が補

助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金

の額を確定し、速やかに規則第15条に規定する補助金等交付額確定通知書により補助対象者に

通知するものとする。 

（消費税相当額の確定に伴う補助金の返還） 

第14条 補助金の交付を受けた者は、事業完了後において、消費税及び地方消費税の申告により

当該補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合には、消費税及び地方消費税仕入控除税

額の確定報告書（第６号様式）により速やかに市長に報告するものとする。この場合におい

て、当該報告書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

 (1) 消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳 

 (2) 課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書の写し 

 (3) 課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表の写し 

２ 市長は、前項の規定による報告を受けたときは、補助金の交付の決定の一部を取り消すもの

とする。 

 （財産処分の制限） 

第15条 規則第20条ただし書きに規定する市長が定める期間は、次のとおりとする。 

 (1) 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）別表に定められてい

る財産の耐用年数等に相当する範囲内とする。 

 (2) 補助事業等の財源の全部又は一部が国又は県が交付する補助金等であるときは、当該財産

の処分の制限の期間は、当該補助金等に係る財産の制限の期間と同じ期間とする。 

（書類の提出） 

第16条 この要綱により市長に提出する書類は、正副２部とする。 

２ 規則及びこの要綱の規定に基づく申請は、棟ごとに行うものとする。 

（委任） 

第17条 この要綱及び次に掲げる要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

(1) 地域防災拠点建築物整備緊急促進事業補助金交付要綱（令和３年３月31日制定） 

(2) 福島県土木事業補助金交付要綱（昭和46年４月１日制定） 

附 則 

 この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則 

      この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

      この要綱は、令和３年11月１日から施行する。 

附 則 

      この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

別表（第６条関係） 

 区分            補助対象経費  補助金の額 

耐震改修 耐震改修費及び工事監理費 １ 要緊急安全



 

（改修する建築物の延べ面積に１平方メートル当たり51,200

円（耐震診断の結果、Is（構造耐震指標）の値が 0.3 未満相

当である場合は56,300円／㎡）を乗じた額を限度とする。た

だし、免震工法等特殊な工法による場合又は大規模な地震が

発生したときにその利用を確保することが必要であると市長

が認める建築物について通常

よりも高い耐震性を確保する場合は１平方メートル当たり

83,800円を限度とする。） 

確認大規模建築

物の場合 当該

対象経費の 600

分の 269  

２ 要安全確認

計画記載建築物

の場合 当該対

象経費の15分の
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  建替え 既存建築物の除却費、新築工事費及び工事監理費 

（建替え前の建築物の延べ面積に１平方メートル当たり

51,200円（耐震診断の結果、Is（構造耐震指標）の値が 0.3

未満相当である場合は56,300円／㎡）を乗じた額を限度とす

る。ただし、免震工法等特殊な工法による場合又は大規模な

地震が発生したときにその利用を確保することが必要である

と市長が認める建築物について通常よりも高い耐震性を確保

する場合は１平方メートル当たり83,800円を限度とする。） 

  除却 既存建築物の除却費 

（除却する建築物の延べ面積に１平方メートル当たり51,200

円（耐震診断の結果、Is（構造耐震指標）の値が 0.3 未満相

当である場合は56,300円／㎡）を乗じた額を限度とする。） 

備考 補助金の総額の算定に当たっては、 1,000 円未満の端数は切り捨てるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１号様式（第７条関係） 

年  月  日  

郡山市長 

 

協議者  住所               

ふりがな 

 氏名               

 電話    （   ）      

郡山市建築物耐震化促進事業（耐震改修等）事前協議書 

 郡山市建築物耐震化促進事業（耐震改修等）補助金交付要綱（以下「要綱」という。）

第７条第１項の規定により、次のとおり協議します。 

建築物の概要 

名 称  

所 在 地  

用 途 
 

（うち法附則第３条の対象となる用途：         ） 

構 造 ・ 階 数  造 地上   階 地下   階 

延 べ 面 積 
              ㎡ 

（うち法附則第３条の対象となる用途部分：      ㎡） 

耐震診断の結果 （目標値）Iso＝ （最低値）Is＝ 

事業の内容  

耐震補強の方法 耐震改修 ・ 建替え ・ 除却 

事業着手予定日      年   月   日 

事業完了予定日      年   月   日 

工 事 監 理 者  

氏名 

（   ）建築士 （   ）登録第    号 

講習会終了番号 
（耐震改修の場合） 

 

所属事務所名称 

（      ）知事登録第        号 

所在地 

代表者名 

事業に要する費用の概算 

（耐震改修等に係る費用） 
円 



 

添付書類 

(1) 法における耐震診断義務付け対象建築物であることの確認書の写

し 

(2)耐震診断結果報告書及び判定委員会による耐震診断の評価の報告

書の写し 

(3) 補助対象建築物の図面（位置図、配置図、平面図、立面図、断面

図等） 

(4) 補助対象建築物の確認済証及び検査済証の写し 

(5) 補助対象建築物の新築又は増改築等の経過を示す書類 

(6) 補助対象建築物の用途及び当該各用途に供する部分の床面積が分

かる書類 

(7) 公的機関が共有者又は区分所有者である場合は、その部分が分か

る書類 

(8) 建物外観写真（補助対象建築物がわかるもの） 

(9) 耐震改修計画概要図又は建替え計画概要図 

備考                                      

１ 「改正耐震改修促進法における耐震診断義務付け対象建築物であることの確認書」 

は、国の耐震対策緊急促進事業で定める様式によること。 

２ 要綱第７条第２項の規定により書類の添付を省略する場合は、郡山市耐震化促進事 

業（耐震診断）補助金交付決定通知書の写し又は郡山市耐震化促進事業（耐震補強設

計）補助金交付決定通知書の写しを添付すること。 



 

第２号様式（その１）（第８条関係） 

事業計画書（耐震改修） 

１ 対象建築物の概要 

 
 

２ 耐震診断の概要 

 

３ 耐震基本計画策定者の概要 

 

建築物の名称   

用 途 
 

（うち法附則第３条の対象となる用途：         ） 

構 造 ・ 階 数  造 地上   階 地下   階 

延 べ 面 積 
              ㎡ 

（うち法附則第３条の対象となる用途部分：      ㎡） 

補助金交付額 

確定通知書番号 

年  月  日付け     第   号 

（郡山市建築物耐震化促進事業（耐震診断）により補助金交付を受けた場合） 

耐震診断の目標値 Iso  ＝    

診 断 結 果 

（最小 Is 値） 
Ｘ方向：Is ＝ Ｙ方向：Is ＝ 

建 築 士 氏 名   

建築士登録番号 （   ）建築士 （    ）登録 第     号 

講習会終了番号  

所属事務所名称  

事務所登録番号 

及び登録年月日 

（      ）知事登録 第        号 

       年   月   日 

所 在 地  

代 表 者 名  



 

第２号様式（その２）（第８条関係） 

事業計画書（建替え） 

１ 対象建築物（建替え前）の概要 

 

２ 対象建築物（建替え後）の概要 

 

３ 耐震診断の概要 

 

４ 設計者の概要 

建築物の名称   

用 途 
 

（うち法附則第３条の対象となる用途：         ） 

構 造 ・ 階 数  造 地上   階 地下   階 

延 べ 面 積 
              ㎡ 

（うち法附則第３条の対象となる用途部分：      ㎡） 

建築物の名称   

用 途 
 

（うち法附則第３条の対象となる用途：         ） 

構 造 ・ 階 数  造 地上   階 地下   階 

延 べ 面 積 
              ㎡ 

（うち法第 14 条の対象となる用途部分：        ㎡） 

補助金交付額 

確定通知書番号 

年  月  日付け     第   号 

（郡山市建築物耐震化促進事業（耐震診断）により補助金交付を受けた場合） 

耐震診断の目標値 Iso  ＝    

診 断 結 果 

（最小 Is 値） 
Ｘ方向：Is ＝ Ｙ方向：Is ＝ 

建 築 士 氏 名   

建築士登録番号 （   ）建築士 （    ）登録 第     号 

所属事務所名称  

事務所登録番号 

及び登録年月日 

（      ）知事登録 第        号 

       年   月   日 

所 在 地  

代 表 者 名  



 

第２号様式（その３）（第８条関係） 

事業計画書（除却） 

１ 対象建築物の概要 

 
 

２ 耐震診断の概要 

 

 

建築物の名称   

用 途 
 

（うち法附則第３条の対象となる用途：         ） 

構 造 ・ 階 数  造 地上   階 地下   階 

延 べ 面 積 
              ㎡ 

（うち法附則第３条の対象となる用途部分：      ㎡） 

補助金交付額 

確定通知書番号 

年  月  日付け     第   号 

（郡山市建築物耐震化促進事業（耐震診断）により補助金交付を受けた場合） 

耐震診断の目標値 Iso  ＝    

診 断 結 果 

（最小 Is 値） 
Ｘ方向：Is ＝ Ｙ方向：Is ＝ 



 

第３号様式（第８条関係） 

 

収 支 予 算 書 

 

 １ 収入                                （単位：円） 

 

 

２ 支出                               （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区   分 予 算 額 摘   要 

補助金   

自己資金   

   

計   

区   分 予 算 額 摘   要 

耐震改修工事費  補助対象経費 

   

   

計   



 

第４号様式（第 11 条関係） 

 

年  月  日  

郡山市長 

 

申請者  住所               

ふりがな 

 氏名               

 電話    （   ）      

郡山市建築物耐震化促進事業（耐震改修）中間検査申請書 

年  月  日付け  郡指第   号で補助金の交付決定を受けた補助事

業について、郡山市建築物耐震化促進事業（耐震改修等）補助金交付要綱第 11 条第１項

の規定により、検査を申請します。 

建築物の名称  
 

所 在 地 郡山市 

用 途 
 

（うち法附則第３条の対象となる用途：         ） 

構 造 ・ 階 数  造 地上   階 地下   階 

延 べ 面 積 
              ㎡ 

（うち法附則第３条の対象となる用途部分：      ㎡） 

着 手 日 ．     ．    

完 了 予 定 日  ．     ． 

検 査 箇 所 の  

改 修 方 法 等  
 

報 告 内 容 

□ 設計図書のとおり施工されていることを確認しました。 

 

 

 

工事監理者氏名               

 



 

第５号様式（第 12 条関係） 

 

収 支 決 算 書 

  

１ 収入                               （単位：円） 

 

 

２ 支出                               （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 予算額 決算額 
比較増減 

摘 要 
増 減 

補 助 金       

自 己 資 金       

      

計      

区 分 予算額 決算額 
比較増減 

摘 要 
増 減 

耐 震 改 修 

工 事 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計      



 

第６号様式（第 14 条関係） 

消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定報告書 

年  月  日付けで実績報告をした補助金について、次のとおり消費税額及

び地方消費税額の確定に伴い補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した

ので、郡山市建築物耐震化促進事業（耐震改修等）補助金交付要綱第 14 条第１項の規定に

より報告します。 

所 在 地 郡山市 

補 助 金 の 確 定 額  円 

補助金の額の確定時における消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額 

（Ａ） 

円 

消費税額及び地方消費税額の確定に 

伴う補助金に係る消費税及び地方消 

費税に係る仕入控除税額  （Ｂ） 

円 

補助金返還相当額  （Ｂ）－（Ａ） 円 

添 付 書 類 

(1) 消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

の積算内訳 

(2) 課税期間分の消費税及び地方消費税の確定

申告書の写し 

(3) 課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表

の写し 

摘 要  

 

年  月  日  

郡山市長 

報告者  住所               

ふりがな 

 氏名               

 電話    （   ）      


